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の
差
は
開
く
ば
か
り
。
逆
に
大
規
模
大

学
は
、
２
０
２
２
年
度
以
降
、
地
域
を

問
わ
ず
入
学
者
数
が
定
員
を
上
回
っ
て

い
る
。
中
規
模
大
学
は
、
小
・
大
規
模

大
学
と
異
な
り
、
こ
の
５
年
間
で
定
員

を
わ
ず
か
な
が
ら
減
ら
し
て
い
る
。
三

大
都
市
圏
の
入
学
者
数
は
定
員
を
上

回
っ
て
は
い
る
が
減
少
傾
向
に
あ
る
。

し
か
し
、
そ
の
他
の
地
域
は
落
ち
込
ん

で
い
た
入
学
者
数
が
２
０
２
４
年
度
に

定
員
と
同
程
度
ま
で
回
復
し
た
。

　私
立
大
学
の
入
学
定
員
の
推
移
を
よ

り
詳
細
に
地
域
別
に
ま
と
め
た
【
図
表

８
】。
こ
の
５
年
間
で
定
員
を
減
ら
し

た
の
は
１
都
３
県
を
除
く
関
東
と
、
埼

玉
の
み
。
一
方
で
２
０
２
４
年
度
に
定

員
を
充
足
し
た
の
は
「
東
阪
福
」
と
１

都
３
県
除
く
関
東
の
み
。
埼
玉
は
定
員

を
減
ら
し
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
２
０

２
４
年
度
の
充
足
率
は
91
％
で
、
埼
玉

の
大
学
が
激
し
い
競
争
環
境
に
あ
る
こ

と
が
わ
か
る
。
充
足
率
が
80
％
を
切
っ

て
い
る
宮
城
除
く
東
北
、
広
島
除
く
中

国
、
四
国
は
、
深
刻
な
状
況
下
で
も
、

い
ず
れ
も
定
員
は
微
増
し
て
い
る
。

　【
図
表
９
】
は
、
学
部
系
統
別
に
見

た
も
の
。
２
０
２
４
年
度
に
充
足
し
て

い
る
の
は
社
会
科
学
系
、
芸
術
系
、
農

学
系
、
医
学
の
み
で
、
い
ず
れ
も
定
員

は
微
増
し
て
い
る
。
定
員
減
少
率
が
最

も
高
い
の
は
家
政
学
だ
が
、
そ
れ
で
も

充
足
率
は
歯
学
に
次
い
で
低
く
、
同
系

統
の
主
な
担
い
手
で
あ
る
女
子
大
学
の

　こ
こ
ま
で
見
て
き
た
18
歳
人
口
と
定

員
の
推
移
を
あ
ら
た
め
て
概
観
し
た
も

の
が
【
図
表
５
】
だ
。
１
９
９
２
年
と

２
０
２
３
年
と
を
比
べ
る
と
、
18
歳
人

口
は
２
０
５
万
人
か
ら
１
１
０
万
人
へ

と
ほ
ぼ
半
減
。
逆
に
入
学
定
員
は
私
立

大
学
を
中
心
に
拡
大
し
、
お
よ
そ
47
万

名
か
ら
63
万
名
へ
と
33
％
増
加
し
た
。 

    ＊1

　現役
志
願
率
は
お
よ
そ
51
％
か
ら

66
％
に
上
昇
し
た
が
、
私
立
大
学
に
お

い
て
は
、     ＊2
　２０
２
４
年
度
入
試
で
は
、

入
学
者
数
は
募
集
人
員
を
下
回
っ
た
。

　現
状
の
志
願
動
向
で
は
国
公
立
大
学

か
ら
定
員
が
埋
ま
っ
て
い
く
た
め
、
私

立
大
学
は
苦
戦
を
強
い
ら
れ
る
。「
未

充
足
」
の
程
度
を
見
る
と
、
こ
の
５
年

間
で
入
学
定
員
未
充
足
の
大
学
の
数
が

如
実
に
増
加
し
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る

【
図
表
６
】。
50
％
未
満
の
大
学
も
10
校

か
ら
43
校
に
増
え
て
い
る
。

　近
年
の
私
立
大
学
の
、
入
学
定
員
と

入
学
者
数
の
推
移
を
、
所
在
地
域
と
大

学
規
模
で
見
て
み
る
と
、
規
模
に
よ
り

動
き
は
異
な
る
【
図
表
７
】。
小
規
模

大
学
は
地
域
に
よ
ら
ず
、
定
員
が
増
え

る
一
方
、
入
学
者
数
が
減
っ
て
い
る
。

２
０
２
１
年
度
以
降
、
定
員
過
多
が

年
々
進
行
。
三
大
都
市
圏
は
２
０
２
４

年
に
定
員
増
に
い
っ
た
ん
歯
止
め
が
か

か
っ
た
が
、
そ
れ
で
も
、
入
学
者
数
と

※適宜、都・道・府に置き換える
＊文部科学省「知の総和答申」関係データ集のデータを基にBetween編集部にて一部加工

【図表12】2040年の各都道府県内大学入学者数等の推計（入学定員充足率推計の値が低い順）
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18歳人口（人） 県※内大学入学者数（人） 2040年の県※内大学
入学者数の増減 2040年の入学定員充足率推計

2021年
11,830 
11,379 
17,622 
8,171 
10,269 
6,581 
19,807 
20,998 
34,622 
10,244 
18,417 
10,517 
18,190 
26,108 
9,310 
20,034 
12,483 
6,184 
9,656 
10,574 
12,973 
45,007 
51,482 
20,242 
8,809 
16,741 
17,458 
12,219 
7,584 
12,691 
23,145 
6,233 
71,537 
5,195 
7,768 
15,625 
8,412 
64,508 
14,328 
27,454 
46,524 
79,549 
78,433 
54,908 
104,150 
18,806 
16,363 

2040年
5,732 
5,609 
8,873 
3,865 
5,334 
3,829 
11,136 
12,328 
19,553 
6,503 
10,379 
6,901 
11,892 
16,686 
5,640 
10,969 
7,171 
3,528 
5,640 
6,596 
7,294 
25,440 
32,315 
11,393 
4,953 
11,584 
10,378 
7,063 
4,651 
7,814 
14,655 
3,996 
49,082 
3,259 
4,521 
10,500 
5,622 
41,712 
9,494 
15,183 
34,719 
51,865 
52,183 
35,741 
92,106 
10,284 
13,082 

2021年
3,407 
2,544 
3,451 
2,075 
2,792 
2,638 
6,592 
11,713 
7,970 
3,029 
4,823 
2,174 
9,068 
13,328 
2,092 
4,825 
3,875 
2,212 
2,588 
6,492 
4,777 
19,119 
27,050 
4,163 
2,038 
5,643 
3,303 
4,306 
2,362 
3,914 
35,049 
1,682 
42,461 
1,554 
4,245 
3,652 
1,817 
28,847 
7,661 
6,697 
25,963 
56,375 
45,619 
27,402 
153,519 
5,983 
4,153 

2040年
1,939 
1,465 
2,093 
1,250 
1,691 
1,778 
4,163 
7,223 
5,082 
2,258 
3,034 
1,528 
6,514 
8,838 
1,444 
3,307 
2,589 
1,497 
1,773 
4,473 
3,378 
13,186 
19,487 
2,831 
1,434 
4,052 
2,276 
3,011 
1,648 
2,857 
25,337 
1,169 
30,368 
1,100 
3,025 
2,673 
1,326 
21,388 
5,606 
4,832 
19,315 
41,204 
34,648 
20,123 
121,312 
4,702 
3,527 

増減数
-1,468
-1,079
-1,358
-825
-1,101
-860
-2,429
-4,490
-2,888
-771
-1,789
-646
-2,554
-4,490
-648
-1,518
-1,286
-715
-815
-2,019
-1,399
-5,933
-7,563
-1,332
-604
-1,591
-1,027
-1,295
-714
-1,057
-9,712
-513

-12,093
-454
-1,220
-979
-491
-7,459
-2,055
-1,865
-6,648
-15,171
-10,971
-7,279
-32,207
-1,281
-626

増減割合
-43%
-42%
-39%
-40%
-39%
-33%
-37%
-38%
-36%
-25%
-37%
-30%
-28%
-34%
-31%
-31%
-33%
-32%
-31%
-31%
-29%
-31%
-28%
-32%
-30%
-28%
-31%
-30%
-31%
-27%
-28%
-31%
-28%
-29%
-29%
-27%
-27%
-26%
-27%
-28%
-26%
-27%
-24%
-27%
-21%
-21%
-15%

国立
59.0%
59.7%
63.6%
62.1%
61.6%
69.0%
65.2%
63.0%
64.4%
75.6%
64.2%
72.3%
73.9%
68.3%
71.0%
69.9%
68.6%
69.9%
70.9%
70.4%
74.6%
70.9%
74.1%
69.5%
74.2%
73.5%
70.2%
71.7%
73.0%
73.7%
74.5%
72.4%
73.6%
72.1%
73.5%
74.9%
75.1%
77.2%
74.1%
73.5%
76.3%
75.3%
77.6%
74.7%
81.8%
81.7%
86.0%

公立
60.6%
61.9%
61.2%
62.9%
61.8%
-

68.2%
66.5%
71.7%
75.5%
-

73.1%
75.4%
70.8%
69.0%
75.4%
66.8%
71.3%
66.4%
72.4%
70.7%
73.5%
71.9%
71.3%
70.6%
75.5%
70.3%
71.8%
75.2%
75.2%
74.8%
71.9%
74.2%
74.3%
77.4%
-
-

76.2%
76.2%
72.6%
78.0%
75.1%
78.9%
73.4%
80.1%
82.2%
88.1%

私立
55.5%
55.6%
55.3%
50.8%
60.3%
54.5%
58.6%
62.5%
60.5%
58.6%
65.2%
56.1%
62.5%
64.6%
58.3%
65.4%
65.7%
47.4%
61.0%
67.6%
68.5%
69.4%
69.6%
71.2%
66.5%
69.1%
72.2%
71.0%
68.8%
68.0%
71.8%
-

72.1%
69.0%
70.2%
69.7%
67.8%
73.9%
74.1%
76.9%
74.4%
75.3%
77.1%
78.6%
78.9%
80.7%
91.4%

全体
57.7%
58.4%
58.5%
59.8%
61.1%
61.5%
62.1%
62.7%
62.8%
64.1%
65.0%
65.5%
65.8%
66.0%
66.0%
67.0%
67.1%
67.6%
68.8%
68.8%
69.5%
70.1%
70.2%
70.4%
70.5%
70.9%
71.4%
71.5%
71.6%
71.7%
72.1%
72.3%
72.4%
72.4%
72.6%
72.6%
72.9%
74.1%
74.3%
74.8%
75.0%
75.3%
77.2%
78.1%
79.1%
81.3%
88.8%

厳
し
い
状
況
を
示
唆
し
て
い
る
。一
方
、

近
年
、
国
は
理
工
系
学
部
へ
の
転
換
を

促
し
て
い
る
が
、
私
大
の
理
・
工
学
系

の
定
員
は
減
少
。
そ
し
て
、
充
足
し
て

い
な
い
。
理
工
系
転
換
の
主
要
施
策
で

あ
る
大
学
・
高
専
機
能
強
化
支
援
事
業

で
Ｄ
Ｘ・Ｇ
Ｘ
系
の
学
部
等
を
設
け
た

大
学
に
目
を
向
け
る
と
、
大
学
全
体
と

し
て
の
定
員
を
増
や
し
た
ケ
ー
ス
が
多

い
【
P.
13
図
表
10
】。
だ
が
、
２
０
２

４
年
度
に
開
設
さ
れ
た
16
学
部
等
の
う

ち
、
定
員
を
充
足
し
た
の
は
９
校
の
み

【
P.
13
図
表
11
】。「
社
会
か
ら
の
需
要

が
大
き
い
」は
ず
の
Ｄ
Ｘ・Ｇ
Ｘ
系
だ
が
、

開
設
し
て
も
必
ず
し
も
学
生
が
集
ま
る

わ
け
で
は
な
い
と
い
う
現
実
が
あ
る
。

　【
図
表
12
】
に
、
文
科
省
が
算
出
し

た
２
０
４
０
年
の 

    ＊3

　県内
大
学
へ
の
入

学
者
数
及
び
入
学
定
員
充
足
率
推
計
を

掲
載
し
た
。
充
足
率
推
計
（
全
体
）
が

低
い
順
に
並
べ
て
あ
る
。
こ
の
予
測
に

合
わ
せ
て
定
員
削
減
が
行
わ
れ
る
と
、

地
域
の
高
等
教
育
は
ど
う
な
る
の
か
。

文
科
省
は
、
本
年
４
月
に
、
地
域
大
学

振
興
室
を
新
設
、
地
域
の
高
等
教
育
へ

の
ア
ク
セ
ス
確
保
に
取
り
組
む
。
具
体

的
な
施
策
は
、「
地
域
大
学
振
興
に
関

す
る
有
識
者
会
議
」
で
検
討
さ
れ
る
。

座
長
は
共
愛
学
園
前
橋
国
際
大
学
の
大

森
学
長
。     ＊4
　６名
の
学
生
が
特
別
委
員

に
任
命
さ
れ
た
こ
と
は
出
色
だ
ろ
う
。

地
域
の
学
修
者
本
位
の
施
策
が
生
み
出

さ
れ
る
こ
と
を
期
待
し
た
い
。
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＊3 適宜、都・道・府に置き換える
＊4 共愛学園前橋国際大学国際社会学部４年齋藤舞奈氏、堀越丈稀氏、山梨大学生命環境学部３年雨宮綾南氏、同大学工学部４年小林寛明氏、
愛媛大学社会共創学部４年近藤美咲氏、同大学大学院農学研究科２年熊谷智氏

文科省に聞く！
新設の地域大学振興室の役割は？
̶̶各地の「アクセス確保」に向けた連携の背中を押す
大学振興課
地域大学振興室長

石川 雅史
いしかわまさふみ●2007年文部科学省入省。
大学設置室、ОＥＣＤ教育・スキル局、玉野市教育長、総務省自治財政局調整課補佐、
大学教育・入試課補佐などを経て、2025年４月より現職。

̶ 「̶地域大学振興室」設置の狙いは？
　「知の総和答申」において、「地域ごとの高等教育へのアクセ
ス確保を図るための司令塔機能の強化」が必要とされたことを機
に、2025年４月、文科省内に設置された組織です。文科省、関係
省庁、大学、自治体、企業など、多様な関係者同士をつなげて連
携を活性化させ、各地域の「知の総和」向上を支援します。
　「地域」は、都道府県という行政区画に限定されるものではな
く、多様なあり方を想定しています。対象とする組織もさまざまなも
のになるでしょう。今回の答申で提案された「地域構想推進プラッ
トフォーム（仮称）」への支援が主となる想定ですが、それ以外の組
織や個別の大学、自治体とも連携しながら取り組みます。
　室員は６人でスタートしました。加えて、自治体や大学からの出向
者と「地域大学振興チーム」を組織し、出身地域の状況を共有い
ただくなど、コミュニケーションの架け橋として期待しています。ま
た、他省庁の職員とも積極的に連携する予定です。

̶̶予定している支援内容は？
　議論の場づくりと情報共有から始めます。地域ごとの情報交換
会を開催するなどし、課題や解決案の共有を促進することで、関係
者間の距離を縮め、連携プロジェクトの創出を促します。まずは４月
に、全国を５エリアに分け、大学・地方公共団体の関係者と、オン
ライン情報交換会を開催しました。今後は地域単位の工夫やさら
なる産官学金等の巻き込みなど、取り組みを充実させる考えです。
　そのためにも、全国の多様な組織から情報を収集し、成功事
例、人材の所在、相談窓口や補助金等多様な財源の存在など、
課題に応じた適切な情報、選択肢を提示できるようにしたいと思い
ます。特に、関係者間をつなぐコーディネーターの発掘は重要で
す。文科省もこれまであまり縁のなかった金融庁に声を掛けて地
銀とつながるなど、大学関係者に限定せず、地方創生に関わる分
野を視野に連携を推進する人材の選択肢を拡大していきます。
　組織内の活動としては、「地域大学振興に関する有識者会議」
を設置しました。関係省庁や産官学金労言の識者による、情報提
供、提言を行ってもらいます。室として必要性の高い取り組みを分
析、検討するために、恒常的に開催する予定です。

̶ 「̶地域構想推進プラットフォーム（仮称）」とは？
　従来の「地域連携プラットフォーム」の発展形です。全国に300
弱形成されたこれらプラットフォームは「グランドデザイン答申」の
成果ですが、具体的な活動につなげられていない例もあります。新
組織は、より多くの大学が参画して産官金等と地域の将来ビジョ
ンを議論し、その実現に向けた取り組みを生み出す場になります。
　答申には、こうした協議体において、国立大学のリーダーシップ

を期待する記述がありましたが、もちろん、公私立大学や大学以外
の組織がリーダーとなることも期待しています。各地域の国立大
学にはどんな時でも、地域から頼られたときに期待に応えられる存
在であってほしいと思います。同様に、答申では全大学の参画が
望ましいとされていますが、強制ではありません。ただ、参画しない
大学も、地域の動きはよく知っておいてほしいと考えています。
　新プラットフォームは、地域における学びの機会の確保が主目
的です。結果的に大学の統廃合の話題が出ることまでは否定しま
せんが、統廃合を前提としたものではありません。

̶ 「̶地域研究教育連携推進機構（仮称）」とは？
　従来の「大学等連携推進法人」の発展形です。同法人では、
主に連携開設科目設置の取り組みが進みましたが、それ以外の
連携のバリエーションが少ない点が課題です。新機構では、教育・
研究活動の多様な連携、さらには運営面での連携や、産官金等
も交えた連携による地方創生の取り組みを推進します。
　学生にとって魅力的な学びの機会を創出するにあたり、一大学
だけでできることには限界があります。複数大学・組織が連携し、そ
れぞれの強みを生かして各地域の学びの質の向上を図り、結果と
して経営の効率化も図れれば理想的です。

̶̶両組織の関係性と連携イメージは？
　２つの組織体は連携することにより、相乗効果を発揮します。プ
ラットフォームが地域における高等教育の方向性や課題解決の
構想を議論・策定し、推進機構はその構想に基づく具体的な教
育・研究連携プロジェクトを実行する役割を担うイメージです。両組
織のコーディネーターが情報交換や協力を行うことで、より広範で
効果的なネットワークの構築や取り組みも期待できます。

̶̶今後の活動の課題と方針は？
　室の設置により注目が集まる今は、新たな連携のチャンスです。
総務省や経産省をはじめ多くの省庁が有識者会議に関わってく
れており、各地域で大学と連携した取り組みへの理解が進みやす
い状況だからです。興味を持った大学の後押しとなる支援策も順
次具体化したいと考えています。
　各地域の課題が先鋭化し、地域間の状況が大きく異なる現
在、マクロ的な全国一律の施策による支援は難しいと思っていま
す。手間はかかるかもしれませんが、各地域をミクロで見て、その地
域に合う方法を見いだしていく必要があるでしょう。室のメンバーを
各地域担当に分け、個別の状況を熟知できる体制を組むつもりで
す。報告書やデータを見るだけではなく、オンラインにせよリアルに
せよ、多様な関係者と時間を共にすることによってわかる手触りや
温度感のようなものが、地方創生にとって大切だと思います。
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